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令和６年第５回久山町議会 12 月定例会 一般質問通告書 
  令和６年 12 月２日（月）９時３０分～ 

     質問順１番    本田  光 

質問事項 質問の要旨 
質 問 の 

相   手 

１．防災対策強化と防

災備蓄について 

大震災・台風・豪雨、特に令和６年能登半島地震を

受けて各自治体は、インフラ重視の耐震化や食料備

蓄、指定避難所の空調設備等の抜本的強化が進められ

ている。 

久山町議会一般質問で（１）久山町浄水場の耐震強

化の必要性（２）久山町水道施設の耐震化推進と送水

ルートの再点検を（３）防災情報の入手、公的な備蓄

についての食料、水、ダンボールベッド、非常用発

電、男女別のトイレの備蓄・施設について尋ねてき

た。町長は、令和６年６月議会一般質問への答弁で、

簡易トイレ等は石川県能登へ送ったので追加購入する

予定であると言われていた。 

去る令和６年 11 月 11 日、担当課に尋ねると食料備

蓄品、携帯・簡易トイレについては、今度入札をかけ

るようにしていると言われているが、当然災害・地震

はいつ起こるかわからない。従って、住民の命に関わ

る喫緊の課題であり、調達を急ぐべきである。どうな

っているのか。 

町  長 

 

２．久山総合運動公園

スポーツゾーン（サ

ッカー場・野球場

等々）の整備事業は

中止・または完全見

直しを 

① 総合運動公園整備事業は中止せよと発言すると、事

業推進する方は、今までの投資を無駄にするのかとい

う人もいる。しかし、個人の会社が自己破産の場合は、

個人の責任が明確である。一方地方自治体（町）が推

進している公共事業が行き詰った場合は、全く関係の

ない町民までが負担することになる。完成の見直しが

ないまま今日まで続いているが、使用開始までどのく

らいの予算を見込んでいるのか。日本国憲法の第７章

財政、第８章の地方自治の、財政民主主義をどうとら

えているのか。総合運動公園推進は、莫大な町税投入

になりかねないがどうするのか。 

② 平成 30 年６月定例会にて全会一致で可決した「福

岡都市圏の市町のスポーツ施設等を相互に他の市町

の住民の利用に供することに関する規約」について

は、他の市町の議会でも議決されている。このことを

最大限活用することが、自治体間の連携強化にもな

る。今急がなければならない住民要求は山積してお

り、住民本位の町政への転換を強く求めたい。従って、

久山町総合運動公園スポーツゾーン（サッカー場・野

球場等々）の整備事業は中止・または完全見直しを図

ってはどうなのか。町長に尋ねたい。 

町  長 

３．久山中学校完全給

食の導入について 

① ９月定例会一般質問で中学校給食は喫緊の子育て

施策であり、全ての子どもが健康に育つには、久

原・山田両小学校同様に久山中学校給食を実施すべ

きだと尋ねたところ、久山町の農業の活性化や食育

町  長 

 



令和６年第５回久山町議会 12 月定例会 一般質問通告書 
  令和６年 12 月２日（月）９時３０分～ 

     質問順１番    本田  光 

質問事項 質問の要旨 
質 問 の 

相   手 

の推進など、さまざまな内容を多面的に見ながら、

給食が必要かどうかも含めた上で考えていきたいと

町長、教育長が答弁された。その後、どのように検

討されているのか。 

② 有機農業を町の柱の一つに位置付けて有機農業を

普及し、増えた収穫量分を町が買い取って学校給食

に積極的に活用する。そうすることによって農家の

販路も安定し有機農業を目指す農家も増えるのでは

と考える。耕作放棄地の改善につながり、町のブラ

ンド力を高め、移住定住人口にもつながることも可

能ではないのか。従って、町と JA と農業関係者とで

協議することも検討してはどうなのか。  

４．久山町上久原土地

区画整理事業につい

て 

① 久山町上久原土地区画整理事業の前身は、上久原 

地区計画（久山町都市計画区域）「集落地域整備法」

久山町基本構想（健康田園都市構想）に位置付けら

れた計画であった。平成元年１月 30 日付けで当時の

町長名で福岡県知事宛に市街化調整区域内における

土地区画整理事業の開発審査会の承認について副申

を提出。一方、上久原土地区画整理事業の実施に関

する協定書が当時の町長と同組合理事会で取り交わ

されている。町も一地権者であるが、町には一切の

責任はないのかどうか。 

② 上久原土地区画整理事業は、同組合が町を経由し

福岡県へ３年延長の申請をされたと聞くが、延長の

理由と期間はいつからいつまでなのか。 

③ 前久芳町長に対して、同組合の保留地と町有地の

どことどこを交換したのか質問しても、付加価値が

上ったのでという答弁だけで明示されていない。町

有地は、町民の財産である。今からでも、この件に

ついて明らかにしてもらいたいがどうなのか。ま

た、町の監査を入れてはどうなのか。 

町  長 
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  令和６年 12 月２日（月）９時３０分～ 

     質問順２番    阿部 恒久 

質問事項 質問の要旨 
質 問 の 

相   手 

１．町施設の照明の LED

化について 

 2023 年 11 月の「水銀に関する水俣条約締約国会

議」で、すべての一般照明用蛍光ランプの製造・輸出

入の廃止が 2027 年末と決定した。 

今までの政府のカーボンニュートラルの行動計画で

は、2030 年までに政府施設を 100％LED 化するはず

が、３年前倒しになった。全国の自治体もほぼこの目

標に倣っているため、予算・スケジュール・資材・工

事業者の確保が問題になると言われている。 

そこで、以下の質問をする。 

① 町施設で、今後 LED 化しなければならない照明は

何個あるのか、そして、その全てを LED 化するため

の費用はおよそいくらか。該当する各課ごとにそし

てその合計について尋ねる。 

② ①を踏まえて今後の LED 化対策をどのように考え

ているのか。  

（１）各課ごとに入札するのではなく、町で一括して

発注すれば安くなるのではないか。  

（２）久山中学校グランドの照明や街灯などは、高所

作業などで費用も高額になる。リース契約で対

応すれば、単年度の費用は抑えられ、その後の

維持・管理も効率的なのではないか。 

（３）今後の LED 化対策のスケジュールをどのように

考えているのか。 

③ 照明の LED 化は、温室効果ガス削減のための有効

な取り組みである。久山町地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）には、どのように影響するのか。 

町  長 

教 育 長 

町民生活課長 

２．グローバル人材育

成事業について 

 本町では、株式会社久原本家グループ本社と連携

し、グローバル人材育成事業（みらいパスポート）に

取り組んでいる。 

事業の内容は、ALT（外国人講師）派遣事業、中学校

放課後英語塾、高校生・大学生海外語学留学助成事業

である。 

この中の高校生・大学生海外語学留学助成事業につ

いては、町民にこの助成事業が周知されているかどう

か疑問なので以下の質問をする。 

① この助成の対象となる海外語学留学はどのような

ものか。   

（１）留学先の制約があるのか。 

（２）留学期間の制約はあるのか。 

（３）助成の費用の対象は何か。 

（４）大学の単位取得が条件の一つになるのか。 

② 高校生・大学生の応募・選考はどのような手順で

行うのか。 

教 育 長 
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     質問順２番    阿部 恒久 

質問事項 質問の要旨 
質 問 の 

相   手 

③ 過去の派遣実績は。 

④ 帰国後のしばりは何かあるのか。 

３．プラチナ未来人財

育成塾について 

 本町では、毎年８月に東京都市大学世田谷キャンパ

スで開催されている「プラチナ未来人材育成塾」に中

学生を派遣している。 

中学生の時期に、東京の大学で全国の同世代と交流

できることは、その後の人生に間違いなく大きなプラ

ス要因になると考える。 

ただし、予算の関係で限られた人数しか派遣できな

い。そこで、どのような手順で、派遣する中学生が決

まっているのか確認したい。 

① 派遣する中学生はどのような手順で決まるのか。 

② 過去に派遣された中学生の年度ごとの学年と人数           

は。 

教 育 長 
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  令和６年 12 月２日（月）９時３０分～ 

     質問順３番    佐伯 勝宣 

質問事項 質問の要旨 
質 問 の 

相   手 

１．首羅山遺跡関係の

施設と山ノ神一帯の

整備について 

① 遺跡ガイダンス施設のコンサルタント選定と設

計、土地取得等進捗状況は。 

② 第２次石破内閣が発足し、地方創生交付金の倍増

ということも公言している。10 年近く前、石破地方

創生担当大臣時代にも地方創生交付金に期待する声

があったが、この場に使うタイミングが合わなかっ

たのではないか。今回は、遺跡施設、一帯の整備

等、広く使えるものではないか。遺跡整備や山ノ神

一帯の観光や農林水産業の振興等の地方創生に資す

る拠点施設の整備として申請する考えはないか。 

町  長 

 

２．学校のプール授業

について 

９月議会で町は学校のプール授業を外部委託するか

どうかについて、令和９年度の学習指導要領の動向次

第との旨回答があった。 

だが、その後、テレビのニュースでも県内のプール

授業の動向が伝えられ、糟屋周辺の自治体もプール授

業を外部委託する自治体も複数出て来ているようであ

る。 

そこで少し整理をしておきたい。 

① 久原小・山田小・久山中のプール施設の設置年

数、敷地面積、今後の改修予定の見込等それぞれ具

体的に示してもらいたい。 

② 近隣の業者に授業を委託する場合とこのまま授業

を学校で継続する場合、教員の負担軽減と経済的な

プラスマイナスの試算はどう考えるか。 

③ 令和９年度の学習指導要領の動向を見る以前に外

部委託の有無の方向性を変える可能性はあるか。 

教 育 長 

３. 中学校給食導入に

ついて 

① 現在教育委員会・学校現場で給食導入議論はある

か。 

② 現在のランチサービスの喫食率は。 

③ 将来導入するとした場合、自校方式給食室を作る

選択肢も残しておく必要があると考える。この点は

どうか。 

教 育 長 

４．ライドシェアの導

入について 

国は日本型ライドシェアの普及を都市部だけでな

く、地方も含めた普及を目指す意向を示している。 

町長は、ライドシェア導入には否定的ではないとい

う立場だと理解しているが、国が導入へ動きを加速し

てきた感がある中で、町長は現在導入についてどう考

えているか。 

町  長 

５．町の道徳教育につ

いて 

① 令和６年５月 24 日西日本新聞に、町の小学校向け

道徳教育冊子の誤配布の件が大きく掲載された。そ

の後この件、教育委員会での議論は。 

② 今年、町の事業の外部評価委員会において、道徳

教育の事業は B 判定ということだったようだが、具

町  長 

教 育 長 
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     質問順３番    佐伯 勝宣 

質問事項 質問の要旨 
質 問 の 

相   手 

体的な指摘と、課題は何であるか。 
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     質問順４番    阿部  哲 

質問事項 質問の要旨 
質 問 の 

相   手 

１．高齢者活動支援と

しての止まり木づく

りについて 

内閣府が令和３年に実施したアンケート調査の中の

「高齢者が外出するに当たって不便に思ったり、気に

なったりすること」の回答では、「ちょっと休むベンチ

や休憩所が少ない」が最多の 26.0％だった。続いて

「夜間の照明が暗い、街路灯が少ない」が 17.4%、「ト

イレが少ない、汚い、使いづらい」が 17.1%等の結果

が出ている。 

① シニア世代の多くの活動を促進するため、シニア

スマイル講演会やチャレンジ応援クーポンの配布な

ど実施されているが、公園、緑道、イコバスバス停

などにベンチを設置する計画や、また、ベンチにつ

いて町内産木材を活用する考えはあるか。 

② 町内各所ではすでに公園が設置され、また新たに

設置する計画が進められているが、便所設置は進ん

でいないと考える。町長の考えについて尋ねる。 

町  長 

 

２．緑道公園の維持管

理および整備につい

て 

① 赤坂緑道、新建川緑道の桜などが枯れてそのまま

となっているが、今後の植え付けなどの計画につい

て尋ねる。 

② 緑道は快適安全な通行、散策、休養等に資する園

路および十分な植栽による修景という位置付けであ

り、本町の計画決定は水面まで含んでいると思う。

しかし、現状河川内整備は県任せとなっている。散

策したくなる環境づくりについて町長の考えを尋ね

る。 

町  長 

 

３．草場住環境整備お

よび空き家対策につ

いて 

① 政府は令和５年 12 月に改正空家等対策の推進に関

する特別措置法を施行し、「管理不全空き家」という

区分を新設した。草場地区について、１組・２組の

中心部６戸が空き家で屋根や外壁が剥がれ、庭の草

木が生い茂っている状況だが、状況の確認および所

有者への指導はされているか尋ねる。 

② 草場地区内道路、水路用地の企業名義分につい

て、町へ帰属させる協議を早期に行うべきと考える

が、町長の考えは。 

町  長 

 

 


